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（出典）
平成29年9月11日人生100年時代構想会議資料4-2 リンダ・グラットン議
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従来の３ステージからマルチステージの人生へ
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・子供たちの65%は、大学卒業後、今は存在していない職業に就く。
キャシー・デビッドソン氏（ニューヨーク市立大学大学院センター教授）

・今後10～20年程度で、約47%の仕事が自動化される可能性が高い。

マイケル・A・オズボーン氏（オックスフォード大学准教授）

グローバル化、情報化等により、変化が激しく予測困難な未来が到来。

Society 5.0

必要な知識や情報が共有されず、新た
な価値の創出が困難

情報があふれ、必要な情報を見つけ、分析
する作業に困難や負担が生じる

これまでの社会

これまでの社会

少子高齢化や地方の過疎化などの課
題に十分に対応することが困難

これまでの社会

人が行う作業が多く、その能力に限界があ
り、高齢者や障害者には行動に制約がある

これまでの社会

IoTで全ての人とモノがつながり、
様々な知識や情報が共有され、新た
な価値がうまれる社会

AIにより、多くの情報を分析するな
どの面倒な作業から解放される社会

少子高齢化、地方の過疎化などの課
題をイノベーションにより克服する
社会

ロボットや自動運転車などの支援に
より、人の可能性がひろがる社会

（内閣府作成）
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Society 5.0における学びの在り方、求められる人材像

ＡＩ等の先端技術が教育にもたらすもの ⇒学びの在り方の変革へ
（例）・スタディ・ログ等の把握・分析による学習計画や学習コンテンツの提示

・スタディ・ログ蓄積によって精度を高めた学習支援（学習状況に応じたコンテンツ提供、学習環境マッチング等）

学校が変わる。学びが変わる。 ⇒Society5.0における学校（「学び」の時代）へ
・一斉一律授業の学校 →読解力など基盤的な学力を確実に習得させつつ、個人の進度や能力、関心に応じた学びの場へ
・同一学年集団の学習 →同一学年に加え、学習到達度や学習課題等に応じた異年齢・異学年集団での協働学習の拡大
・学校の教室での学習 →大学、研究機関、企業、ＮＰＯ、教育文化スポーツ施設等も活用した多様な学習プログラム

Society 5.0の社会像
ＡＩ技術の発達 ⇒定型的業務や数値的に表現可能な業務は、ＡＩ技術により代替が可能に

⇒産業の変化、働き方の変化

日本の課題
ＡＩに関する研究開発に人材が不足、少子高齢化、
つながりの希薄化、自然体験の機会の減少

人間の強み
現実世界を理解し意味づけできる感性、倫理観、
板挟みや想定外と向き合い調整する力、責任をもって遂行する力

共通して求められる力：文章や情報を正確に読み解き対話する力
科学的に思考・吟味し活用する力
価値を見つけ生み出す感性と力、好奇心・探求力

新たな社会を牽引する人材：技術革新や価値創造の源となる飛躍知を発見・創造する人材
技術革新と社会課題をつなげ、プラットフォームを創造する人材
様々な分野においてＡＩやデータの力を最大限活用し展開できる人材 等

Society 5.0の社会像・求められる人材像、学びの在り方

（出典）「Society 5.0に向けた人材育成 ～社会が変わる、学びが変わる～（概要）」より
平成３０年６月５日 Society 5.0に向けた人材育成に係る大臣懇談会
新たな時代を豊かに生きる力の育成に関する省内タスクフォース
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ＯＥＣＤ発表資料より（2014年）

ＯＥＣＤ平均より低いＯＥＣＤ平均より低いＯＥＣＤ平均より高いＯＥＣＤ平均より高い

※ハンガリー、アイルランド、日本、ニュージーランド、スイス、トルコの数値は2009年、チリの数値は2011年

日本における子供の貧困率
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視覚障害 知的障害
聴覚障害 肢体不自由

特 別 支 援 学 校

義務教育段階の全児童生徒数 ９８９万人

自閉症
学習障害（ＬＤ）
注意欠陥多動性障害（ＡＤＨＤ）

0.7％
（約７万２千人）

1.1％

（約４１万７千人）
4.2％

（約１０万９千人）

視覚障害 肢体不自由
聴覚障害 病弱・身体虚弱
知的障害 言語障害

自閉症・情緒障害 2.4％

小 学 校 ・ 中 学 校

病弱・身体虚弱

特別支援学級

通常の学級
通級による指導

（約２３万６千人）

（特別支援学級に在籍する学校教育法施行令第２２条の３に該当する者：約１万８千人）

（平成２９年５月１日現在）

肢体不自由
病弱・身体虚弱
情緒障害

視覚障害
聴覚障害
言語障害

※この数値は、平成24年に文部科学省が行った調査において、学級担任を含む複数の教員により判断された
回答に基づくものであり、医師の診断によるものでない。

発達障害（ＬＤ・ＡＤＨＤ・高機能自閉症等）の可能性のある児童生徒：６．５％程度※の在籍率

（通常の学級に在籍する学校教育法施行令第22条の3に該当する者：約2,000人（うち通級 : 約250人））

特別支援教育の対象となる子供の数（義務教育段階）
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世帯構造別に見た世帯数の年次推移

三世代世帯の割合が減少傾向にあり、ひとり親世帯の割合が増加傾向。
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15.3 14.2 13.1 12.5 11.5 10.6 9.7 8.4 7.9 7.4 7.6 6.6 6.9 6.5 5.9 5.8 
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その他世帯

三世代世帯

ひとり親と未婚の

子のみの世帯

夫婦と未婚の子の

みの世帯

夫婦のみの世帯

単独世帯

注：1)平成７年の数値は、兵庫県を除いたものである。
2)平成23年の数値は、岩手県、宮城県及び福島県を除いたものである。
3)平成24年の数値は、福島県を除いたものである。
4)平成28年の数値は、熊本県を除いたものである。
5) 「親と未婚の子のみの世帯」とは、「夫婦と未婚の子のみの世帯」「ひとり親と未婚の子のみの世帯」をいう。 厚生労働省：国民生活基礎調査の概況より
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※平成２２年度の件数は、東日本大震災の影響により、福島県を除いて集計した数値。
※相談対応件数とは、平成２９年度中に児童相談所が相談を受け、援助方針会議の結果により指導や措置等を行った件数。
※平成２９年度の件数は、速報値のため今後変更があり得る。 （厚生労働省資料をもとに作成）

児童相談所における児童虐待相談対応件数の年次推移

児童虐待相談の対応件数は急増しており、平成29年度は133,778件（速報値）で過去最多。

1,…1,171 1,372 1,611 
1,961 2,722 4,102 

5,352 

6,932 
11,631 

17,725

23,…

23,738

26,569

33,408

34,472
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42,664
44,211
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悩みや不安が

ある

41.4%
悩みや不安は

あまりない

48.3%

悩みや不安は

まったくない

10.3%

子育ての悩みや不安

平成28年度文部科学省委託調査：家庭教育の総合的推進に関する調査研究
～家庭教育支援の充実のための実態等把握調査研究～

子育ての悩みや不安

約４割の保護者が子育てに悩みや不安を抱えている。

0 10 20 30 40 50 60

子供の勉強や進学のこと

子供のしつけやマナーのこと

子供の健康や発達のこと

子供の教育費のこと

子供の性格や癖のこと

子供の友人関係のこと

子供とのコミュニケーション不足

子供の反抗的な態度への親としての反応がわからない

子供の気持ちがわからないこと

子供の生活の乱れや非行のこと

子育てへの家族の協力が得られない

子供のいじめのこと

（％）

悩みや不安が大きいものから順番に3位まで選択（複数回答として集計）
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（出典）文部科学省「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査（平成28年度）」

（小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、義務教育学校、特別支援学校）

（人）

日本語指導が
必要な日本国籍
児童生徒は
10年間で2.5倍増

日本語指導が
必要な外国人
児童生徒は
10年間で1.5倍増

日本語指導が
必要な児童生
徒は10年間で

1.7倍増

公立学校における日本語指導が必要な児童生徒数の推移
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ポルトガル語, …

中国語, 
7,215 人

フィリピノ

語, 5,490 
人

スペイン語, 
3,352 人

ベトナム

語, 1,442 
人

英語, …

韓国・朝鮮語, 585 人
その他, 
3,941 人

② 日本語指導が必要な児童生徒は集住化・散在化の傾向がみられる

① 日本語指導が必要な児童生徒は多様化している

「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査」の結果より

外国籍児童生徒の母語

※公立小・中学校、義務教育学校、
中等教育学校（前期課程）
31,159人

日本国籍児童生徒の比較的使用頻度の高い言語

公立小・中学校に日本語指導が必要な児童生徒が
在籍する学校数

（公立小・中学校 30,265校）

※100人以上は
全都道府県で７校

公立小・中・高等学校等に日本語指導が必要な
児童生徒が在籍する市町村数

在籍あり
933市区町村

53.6%

在籍なし
808市区町村

46.4%

フィリピノ

語, 2,891 …

中国語, 
1956人

日本語, 
1163人

英語, 988人

ポルトガル語, 518人

スペイン語, …

韓国・朝鮮語, …

ベトナム語, 122人

その

他, …

※公立小・中学校、義務教育学校、
中等教育学校（前期課程） 7,485
人

※「その他」の言語
インドネシア語、ウルドゥー
語、タイ語、ネパール語、ベ
ンガル語、モンゴル語、ロシ
ア語、アラビア語、ペルシャ
語、マレー語 等

※H28調査結果より

※H28調査結果より
※H26調査結果より

帰国・外国人児童生徒に対する日本語指導の現状
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市町村における社会教育主事・派遣社会教育主事の配置率の推移

〈 １万人未満の町村を除く 〉

89.5%
80.0%

73.4% 69.9% 66.9%
61.7%

54.3%

94.0%
87.0%

80.0% 75.8% 70.2%
64.2%

57.4%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

平成8年 平成11年 平成14年 平成17年 平成20年 平成23年 平成27年

配置率（社会教育主事のみ） 配置率（派遣社会教育主事を含む）

都道府県・市町村教育委員会に置かれる社会教育主事の人数の推移

（人）

6,796 
6,035 

5,383 
4,119 

3,004 2,518 2,048 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

平成8年 平成11年 平成14年 平成17年 平成20年 平成23年 平成27年

（出典）社会教育調査

社会教育主事の人数・配置状況



公民館

図書館

博物館

(千冊)

※類似施設含まない

※類似施設含む

※H20からは同種施設含む

公民館は館数、学級・講座数とも減少が見られる。一方、博物館、図書館は館数、入場者数、
貸出冊数とも増加傾向にある。

主な社会教育施設の数と利用状況

※施設数については各年１０月１日現在の数値であり、学級・講座数、貸出冊数
及び入館者数については、前年度間の数値である。

※H23の学級講座数、貸出冊数及び入館者数には、岩手県、宮城県、福島県の
数値は含まれない。

資料：社会教育調査報告書

H2年度 H5年度 H8年度 H11年度 H14年度 H17年度 H20年度 H23年度 H27年度

公民館数 17,347 17,562 17,819 18,257 17,947 17,143 15,943 14,681 14,171

学級・講座数 159,721 179,484 182,308 263,798 341,212 410,014 448,864 375,934 348,519

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H2年度 H5年度 H8年度 H11年度 H14年度 H17年度 H20年度 H23年度 H26年度

博物館数 2,968 3,704 4,507 5,109 5,363 5,614 5,775 5,747 5,690

入館者数 244,980 283,087 286,001 280,649 269,503 272,682 279,871 276,652 279,996

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

H2年度 H5年度 H8年度 H11年度 H14年度 H17年度 H20年度 H23年度 H27年度

図書館数 1,950 2,172 2,396 2,592 2,742 2,979 3,165 3,274 3,331

貸出冊数 266,021 323,607 404,161 479,970 520,822 580,726 631,873 682,344 662,157

0

200,000

400,000

600,000

800,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500
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出典：内閣府HP

特定非営利活動法人の認証・認定数の推移

39,732 
42,385 

45,138 
47,540 

48,980 50,087 50,866 51,515 51,870 51,610 

127 198 244 407 630 821 955 1021 1066 1106

18,415 
19,669 

21,078 
22,303 23,228 23,884 24,436 24,885 25,172 24,819 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

認証法人数 認定法人数 社会教育を定款に記載する認証法人数
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262 

23,988 

3,072 

12,873 

9,101 

2,826 

5,730 

24,057 

4,778 

9,367 

8,690 

6,186 

4,177 

13,685 

18,351 

2,465 

2,913 

22,742 

24,819 

30,238 

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000 35,000

前各号で掲げる活動に準ずる活動として都道府県又は指定都市の条例で定める活動

前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動

消費者の保護を図る活動

職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動

経済活動の活性化を図る活動

科学技術の振興を図る活動

情報化社会の発展を図る活動

子どもの健全育成を図る活動

男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

国際協力の活動

人権の擁護又は平和の活動の推進を図る活動

環境の保全を図る活動

学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動

農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動

観光の振興を図る活動

まちづくりの推進を図る活動

社会教育の推進を図る活動

保健、医療又は福祉の増進を図る活動

特定非営利活動法人の活動分野別認証数（2019年３月末現在）
定款に記載された特定非営利活動の種類（複数回答）

出典：内閣府HP 14
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8.5%

5.5%
5.0%
4.8%

1.3%
2.4%

14.5%
3.0%

11.1%
6.2%

3.0%
9.0%

2.6%
4.3%

17.1%
6.2%

14.6%
12.1%

0.0%
15.6%
15.6%

22.2%
4.4%

31.1%
15.6%

17.8%
44.4%

6.7%
20.0%

24.4%
15.6%

20.0%
13.3%

26.7%
8.9%

11.1%
42.2%

6.7%
24.4%

33.3%
15.6%

22.2%
13.3%

11.1%
33.3%

37.8%
35.6%

31.1%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

行っているものはない
その他

他の教育関連組織・団体への助成
地域支援人材の育成

住民同士のネットワーク形成
スポーツ振興

文化振興
その他，青少年の学校外活動支援

青少年の体験活動(自然体験・社会体験・生活文化体験)の支援
国際協力，外国人支援

環境教育
人権教育
まちづくり

障がい者支援
高齢者支援
防災教育
復興支援
消費者教育

家庭教育支援
大人の居場所づくり

子ども・若者の居場所づくり
不登校・ニート・引きこもりに対する支援

日常の学習に困難を抱える児童・生徒への学習支援事業
教育関連施設の運営・管理や事業支援

ICT教育
科学技術に関する教育

読書推進や振興のための活動
キャリア教育・職業教育支援

地域における学習支援
学校での授業支援

都道府県 市町村

NPO等と連携・協働を行っている事業（地方自治体）

出典：国立教育政策研究所「多様なパートナーシップによるイノベーディブな生涯学習環境の基盤形成に関する研究」
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20.6%

2.7%

6.1%

3.6%

16.0%

17.7%

8.6%

23.2%

23.4%

3.4%

12.4%

6.7%

10.4%

10.4%

2.1%

6.7%

21.5%

9.6%

2.2%

13.3%

15.6%

28.9%

51.1%

33.3%

8.9%

37.8%

26.7%

8.9%

37.8%

15.6%

24.4%

31.1%

8.9%

28.9%

71.1%

31.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

行っているものはない

その他

市民への情報提供

職員研修

教育関連事業の委託

教育関連施設の指定管理

教育関連施設の運営委託

青少年向け講座・事業の実施

市民向け講座・事業の実施

行政の施策・事業に必要な人材のコーディネート

教育関連事業・施設への講師派遣

その他の地域人材の育成

ボランティア育成

地域のリーダーや指導者育成

行政の施策・事業実施における相談やコンサルティング等を通じた知見提供

施策・事業の評価・検証

審議会委員等としての参画

行政計画・行動計画の立案への参画

都道府県 市町村

NPO等との連携・協働の手段・方法（地方自治体）

16
出典：国立教育政策研究所「多様なパートナーシップによるイノベーディブな生涯学習環境の基盤形成に関する研究」



10.9%

1.1%

28.5%

8.5%

19.9%

31.7%

22.3%

27.5%

31.8%

9.3%

21.9%

11.6%

43.5%

27.8%

1.7%

41.0%

26.5%

7.2%

24.9%

2.2%

6.7%

62.2%

11.1%

35.6%

48.9%

35.6%

28.9%

62.2%

26.7%

44.4%

20.0%

68.9%

46.7%

2.2%

75.6%

44.4%

15.6%

40.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

特になし

その他

事業の中で必要な支援が得られる

迅速な対応が可能になる

少ない予算で事業展開できる

地域活動の担い手を育てられる

事業のマンネリ化を防げる

人手不足を解消・改善できる

お互いの強みをより生かせる

事業の社会的インパクトが増す

新しい分野の開拓につながる

事務が簡素化される

ネットワークが広がる

お互いに成長できる

安定的な資金を得られる

専門的な知識・ノウハウを得ら…

斬新な企画案が得られる

社会的な信用が高まる

広報範囲が広がる

都道府県 市町村

NPO等と連携・協働する際の利点・効果（地方自治体）

17
出典：国立教育政策研究所「多様なパートナーシップによるイノベーディブな生涯学習環境の基盤形成に関する研究」



19.1%
2.2%

12.6%
18.3%

11.1%
14.5%

6.9%
5.3%

12.2%
19.6%

3.4%
6.7%

9.0%
4.3%

11.2%
2.9%

9.5%
5.9%

10.1%
0.9%

10.7%
9.3%

6.7%
6.8%

15.6%
6.7%

2.2%
24.4%

13.3%
37.8%

11.1%
2.2%

8.9%
28.9%

6.7%
13.3%

11.1%
11.1%

22.2%
4.4%

11.1%
22.2%

15.6%
4.4%

26.7%
13.3%

15.6%
4.4%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%

特になし

その他

どのように連携・協働をしてよいかわからない

連携・協働のニーズの把握が難しい

調整役がいない

適切なパートナーの選択が難しい

担当者の異動に伴う引き継ぎが円滑でない

対応窓口がみつけられない

企業やNPO等の予算が不足している

企業やNPO等の人材が不足している

相互利益の確認ができない

リスク分担が明示されない

適切な役割分担ができない

前例のない取り組みに対応できない

継続的な資金を獲得できない

長期的な社会的課題に応えていない

適正なコストの算定ができない

共通の評価設定ができない

共通の目的を設定するのが難しい

信頼関係が築けない

知識や情報が不足している

意思疎通が難しい

対話の機会がない

対等な立場になれない

都道府県 市町村

NPO等と連携・協働する際の課題（地方自治体）

18
出典：国立教育政策研究所「多様なパートナーシップによるイノベーディブな生涯学習環境の基盤形成に関する研究」



0.0%
0.0%
0.0%
0.0%
0.0%

4.3%
21.7%

8.7%
0.0%
0.0%

8.7%
4.3%

0.0%
0.0%
0.0%

4.3%
4.3%

0.0%
21.7%

13.0%
17.4%

21.7%
34.8%

0.0%

4.3%
4.3%

9.0%
9.1%
9.1%
9.1%
9.1%

13.6%
13.6%

18.2%
18.2%

22.7%
22.7%
22.7%
22.7%

27.3%
27.3%
27.3%
27.3%

31.8%
36.4%
36.4%

40.9%
45.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

対応窓口がみつけられない

どのように連携・協働をしてよいかわからない

信頼関係が築けない

対等な立場になれない

長期的な社会的課題に応えていない

相互利益の確認ができない

特になし

前例のない取り組みに対応できない

その他

企業やNPO等の予算が不足している

調整役がいない

意思疎通が難しい

適正なコストの算定ができない

適切な役割分担ができない

担当者の異動に伴う引き継ぎが円滑でない

対話の機会がない

共通の目的を設定するのが難しい

リスク分担が明示されない

連携・協働のニーズの把握が難しい

継続的な資金を獲得できない

知識や情報が不足している

企業やNPO等の人材が不足している

適切なパートナーの選択が難しい

共通の評価設定ができない

上位群 下位群

NPO等と連携・協働する際の課題（連携指数※上位群・下位群別）（地方自治体）
※連携指数：教育委員会がNPO等と連携・協働して行っている教育関連分野・事業の多さを表す指標。連携指数が高いほど，幅広い分野や事業にお

いて企業やNPO等と連携・協働していることを意味する。

19
出典：国立教育政策研究所「多様なパートナーシップによるイノベーディブな生涯学習環境の基盤形成に関する研究」


